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あらまし 通信機器には雷サ ー ジ電圧から機器を防護するために， 雷防護団路が設けられている． これら雷防護
回路の小型化， 軽量化， 経済化についてはこれまでいくつかの検討がなされているが， 地域により適用する雷防護
回路を変えることにより経済化を計る方法については， 未だ充分な検討がなされていない． 本論文では， 醤サ ー ジ
電圧の発生頻度（はげしさ）が地域により異なることに注目し， 機器の雷防護回路を地域により変える方法（地域
別雷防護対策法）を提案し， 本方法が雷防護対策費の軽減に有効であることを示す． 機器の要求される信頼度（許







いる． これらの通信機器は， 熱耐量， 電圧
いため， 雷サ ｝ ジ電圧に対する防護が問題
理的な雷紡護対策の実施が望まれてきてい
め， 最近になって， 通信線路に誘起する雷



















雷サ ー ジ電圧の発生頻度は， 各地域において雷サ ー ジ
電圧を測定すれば求めることができるが， それには長
い年月と多数の計測機器を必要とするためかなりの困
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項 目
雷サ ー ジ電圧発生 日本に骨ける各項
頻度Nの変化量 自の変化の範囲
年間雷雨日数 d Noc,; 5 ～ 35（日）







線 路長d N oc ( log t) 
-,., 小都市の平均 l km 
中・大都市の平均1.5km
地下・架空線路 ほとんど差異左 し




市内線路系の局端末 N , = 1.7×l0
1N0 (N。）と加入者端末 （N,)
d,j ＝を d町 十4 り
q k (v)= 6.0×1 o•・V
-1 ・ 8
A1 =d1 ・ （で） ° ·· • 6.0×104 
雷サ ー ジ電圧の発生頻度に影響を及ぼす各種要因 Ill表I
d,j : J地域の冬期雷と夏期雷を考慮した年間
数（日）
d町 ：j 地域の冬期（ 1 1月～翌年3月）
数（日）
d,j : J地域の夏期（ 5月～1 0月） の雷雨日
（日）
σJ : J；地域の大地導電率（ Sim) 
σ k ：関東地方の大地導電率（=2.0×102 S/m) 
q k (v）：関東地方の1雷雨日 ， 1回線当りの発生
（観lllU値）（回／（ 日・回線） ) (I) 
: J地域の年間雷雨日数と大地導電率によっ
定まる係数（ J；地域を表わす係数）
V ：雷サ ー ジ 電圧（V)
本論文では， 式（1）に示すように任意の地域におけf
雷サ ー ジ電圧の発生頻度を求めるに 際しては， 観測
ー タの多い関東地方の発生頻度を基準とした． なお
式（3）の v-1 ・8 のべき数一1.8 は 地域により 変化しない
とが明らかになっている （剖 ．
また， 表 1に示すように局端末と加入者端末とで
サ ー ジ電圧の発生頻度は異なるが，本論文 では，S
者端末に設置される機器の雷防護対策を検討の対
Jち
したので， 加入者端末に現われる雷サ ー ジ電圧に










ば， 宮言サ ージ電圧の発生頻度の最も 多い 地域の機
雷障害率を許容値以下におさえる雷防護回路を
る必要がある． そのため， 雷サ ー ジ電庄の発生
少ない 地域で、は過剰防護とな り， 結果として全体
防護対策費が高価になる．
















〈注）冬期雷〔ll月～ 翌年3月）． 夏期雷（ 5月～ 1 0月）
表1 に 示す ．
日本全体を考えた場合，年間雷雨日数の変化は1桁 （3),
大地導電率の変化は3桁凶 であり， これらの変化による
奮サ ー ジ電圧 発生頻度の変化は， ほぼ1 桁程度になる．
また， 冬期雷（11月～翌年3月）の1 雷雨日当りの発




架空線路， 線路長， 分岐線路状況， ケ ー ブル構造など
は， 表1に示すように雷サ ｝ ジ電圧の発生頻度Nに小
さな 影響しか与えないので， これら 通信線路に関する
各種要因は， 鴛サ ージ電圧発生頻度の地域による変化
を検討する際には 考慮しなくても良いとする．






































官ジ電圧uが印加されたときの雷障害率 t m ( Ai ’ 
式（5）を用いて式（6）で表わされる．
九，V) ＝処（ Aj , V )•(t（包） • du (6) 
持って，y 地域に現われる全雷サ ー ジ電圧にょ
の震障害率は，式（6）を V =O～∞の範囲で積分
涼められる（式（7) .
1 ) = f ;m ( A j , v ) d v 
=J戸（Aj , v) • (t(u)du•dv (7) 
(u）が式（8）で表わされると仮定する．

















j-area : N(Aj,v) 
(2) 
Number of equipment 
in j-area : Sj 
3)Withstanding voltage
probability density f。r
















































































1)  Equipment trouble occurrences distribution
at M =Mo : p(vp) 
④Classification on k areas
④Rel前ion between number of equipment and
withstanding voltage qn k areas
⑭Relation between protection cost
and withstanding voltage : w(vp)
@Cost of protection ag剖nst lightning : Ck 
@Optimum withstanding voltage of equipment 
図l 機器の耐電圧決定の手順




m （ム， V ) = 1 
,-
, 
lπ（ Aj ' V ) V註VP
M( A
j









































































pk p(M(vP）コ.rl VP I 凶v
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k ） の関数であり，耐電圧の設定の仕方 によ
1030 











平均雷障害率 Mave kはMo より小さくなる• Mav 
は，機器の雷障害率とそれに対応する機器の台数
係を用いて，式闘で求めることができる．
Mave k = f;
0 M・｛山（切）〕＋山（勺2）〕




























, (logvp-Jogv 50 <M))' 
p〔M(v
P





















は， 4.2 でのべたように，雷サ ー ジ電圧の発生頻度の
最も高い地域により決まり，式酬を式凶に代入するこ
とにより，式闘で表わされる．










































































ヘエニM' V 50 (M) 1'8 仰）
ラで，M。は機器の許容雷障害率，βは防護費係数
1.), Vso(M）は雷障害率が Mのとき耐電圧の





x = v50 (M) e





の雷防護対策費 c k は式（16）を式（1唱に代入すれば
アれる．その式を用い た数値計算の結果，雷防護




o.o 0.5 1 .o 1 .5 2.0
Standard deviation for withstanding 
voltage 'av 
(22) c ， ・ 叶一九（ a.,ft) • (1-+)} 
雷防護対策費の係数と耐電圧の標準
偏差の関係
Fig. 2- Relationship between standard deviation 
百
V
and CO崎t coefficient 'PO （百
V





，β）： a., ftにより定まる係数（ cost 









率をM。 ＝104 fit （宇8.8×1？ → 回／年），雷防護
の価格を臼（v p) = vp （すなわちβ＝ 1.0）とした


















ようにほぼ対数正規分布CM(vp) = l04 fitの ι


























Ma vek =Mo ・ 叶 － <pM(a.,/J） ・ 士）
地域別雷防護対策の具体例5.
β： Protection cost 
coefficient 
0.0 
0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 














































Fig. 4 - Re I ationshi p between standard devia ti, 
百v and coefficient of t roub I e 舵curre1
伊M (a., f/). cl 
2.0 
Standard deviation for withstanding 
voltage av 
図3 最適耐電圧の係数と耐電圧の標準偏差の関係
Fig.3- Relationship between standard deviationσ， 
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